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貸 借 対 照 表 

（2024 年 2 月 20 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流動資産 1,544,850 流動負債 1,657,869 

現金及び預金 351,918 支払手形 48,508 

受取手形 7,090 電子記録債務 321,670 

電子記録債権 85,994 買掛金 908,684 

売掛金 310,752 短期借入金 60,000 

商品及び製品 75,210    1 年以内返済長期借入金 155,064 

仕掛品 436,665 リース債務 2,398 

原材料及び貯蔵品 255,426 未払金 26,538 

未成工事支出金 17,865 未払費用 1,875 

前払費用 3,590 未払法人税等 200 

その他 335 未払消費税等 43,521 

固定資産 1,119,942 契約負債 73,339 

有形固定資産 1,019,946 預り金 3,570 

建物 412,780 賞与引当金 12,500 

構築物 11,158 固定負債 415,307 

機械及び装置 251,219 長期借入金 403,710 

車両運搬具 11,503 リース債務 10,507 

工具器具備品 4,062 繰延税金負債 1,089 

土地 265,737 負 債 合 計 2,073,177 

リース資産 11,733 純 資 産 の 部 

建設仮勘定 51,751 株主資本 591,615 

無形固定資産 7,763 資本金 100,000 

ソフトウェア 7,763 利益剰余金 491,615 

その他 0 利益準備金 2,230 

投資その他の資産 92,231 その他利益剰余金 489,385 

出資金 2,239 土地圧縮積立金 6,537 

長期前払費用 5,575 特別償却準備金 48,837 

その他 84,417 繰越利益剰余金 434,010 

     純 資 産 合 計  591,615 

資 産 合 計 2,664,792 負債・純資産合計 2,664,792 
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個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

を採用しております。 

 

(２)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日 

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ８年～31 年 

機械及び装置  ２年～15 年 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

 

(３)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき額 

を計上しております。 

 

(４)収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日)及び「収益認識 

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計適用指針第 30 号 2021 年３月 26 日)を適用しており、約 

束した財の支配が顧客に移転した時点で、当該財と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しており 

ます。 

①鉄工事業 

鉄工事業においては、主に鋼材等を仕入れて加工し、柱、梁などの製品を製造及び販売しております。 

このような製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。 

②建設事業 

建設事業においては、建築工事を請け負う事業であり、当社の義務の履行により資産が創出され又 
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は増価し、資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期 

間にわたり充足される履行義務であり、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されるため、工事の 

進捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定は、発生原価が履行義務の充足における 

企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、発生原価に基づくインプット法によって 

おります。 

ただし、当該請負契約について、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込ま 

れる時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足 

した時点で収益を認識しております。 

 

 

2．会計上の見積りに関する注記 

 繰延税金資産の回収可能性 

(１)当事業年度の財務諸表に計上した金額 

繰延税金資産                            －千円 

繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前の金額）  27,768 千円 

 

(２)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

繰延税金資産の回収可能性は、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しております。課

税所得の見積りは過去の推移や将来の事業計画を基礎として慎重に検討し計上しておりますが、市場環境等

の変化により前提条件が変更された場合には繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を与える可能性があり

ます。 

 

 

3．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額             668,555 千円 

 

 

4．株主資本等変動計算書に関する注記 

(１)発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首の 

株式数 

当事業年度増加 

株式数 

当事業年度減少 

株式数 

当事業年度末の 

株式数 

普通株式 376,000 株 -株 -株 376,000 株 

 

(２)剰余金の配当に関する事項 

①当事業年度中に行った剰余金の配当 

該当事項はありません。 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

該当事項はありません。 
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(３)当事業年度末日における新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

5．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

 税務上の繰越欠損金       70,275 千円 

 賞与引当金 4,282 千円 

 土地減損損失 7,279 千円 

 その他 1,048 千円 

繰延税金資産小計 82,885 千円 

評価制引当額 △55,116 千円 

繰延税金資産合計 27,768 千円 

繰延税金負債  

 圧縮記帳積立金 △3,406 千円 

 特別償却準備金 △25,451 千円 

繰延税金負債合計 △28,858 千円 

繰延税金負債の純額 △1,089 千円 

 

6．金融商品に関する注記 

(１)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に関する取組方針 

当社は、資金運用はしておりません。資金調達については、銀行等の金融機関からの借り入れによ 

        り行っております。 

②金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権等は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務等は、そのほとんどが４か月以内の支払い期 

日となっております。 

 短期借入金は、主に短期的な運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係 

る資金調達であります。支払金利の一部は変動リスク及び流動性リスクに晒されております。 

③金融商品に係るリスク管理体制 

(ａ)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、予算管理規定に従い、担当者が所定の手続きに従い債権回収の状況を 

          定期的にモニタリングし、支払い遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

(ｂ)市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

借入金に係る金利の変動リスクは、随時、市場金利の動向を監視することなどにより、管理してお 

ります。 

(ｃ)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

資金繰り表を 1 年後までを見据えて作成しております。そのことにより、常に資金の状況を監視し 
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ております。また、流動性リスクの備えとして、複数の金融機関と当座貸越契約を締結しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価は、市場価格に基づく価格の他、市場価格がない場合には、合理的に算定された価 

格が含まれております。当該価格の算定に於いては、変動要因を織り込んでいるために、異なる前提条 

件を採用することにより、当該価格が変動することもあります。 

 

(２)金融商品の時価等に関する事項 

2024 年２月 20 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
558,774  559,514 740 

負債計 558,774 559,514 740 

（注）１．「現金及び預金」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短

期借入金」については、現金であること、もしくは短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似する

ものであることから、記載を省略しております。 

２．市場価値のない株式等は、上記に含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額（貸借

対照表計上額）は、以下のとおりであります。 

区分 
当事業年度 

（2024 年２月 20 日） 

出資金 2,239 

 

(３)金融商品の時価のレベルごとの内容等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分 

  類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の 

算定対象となる資産又は、負債に関する相場価格により算定した時価 

   レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る 

インプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが 

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先度が最も低いレベルに時価を分類してお 

ります。 

 

時価で財務諸表に計上している金融商品以外の金融商品 

当事業年度（2024 年２月 20 日） 

 時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金     
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(１年内返済予定を含む)     － 559,514     － 559,514 

負 債 計     －   559,514     － 559,514 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

長期借入金（１年内返済予定を含む） 

            これらの時価については、元利金の合計額を、残存期間及び信用リスクを加味した利率で割引い 

           た現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

 

 

7．収益認識に関する注記 

(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社の事業セグメントは、単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとお 

     りであります。 

 

当事業年度（自  2023 年２月 21 日 至  2024 年２月 20 日) 

（単位：千円） 

区  分 鉄工建設事業 

鉄工事業 

建設事業 

4,149,120 

151,745 

顧客との契約から生じる収益 4,300,866 

その他収益 － 

外部顧客への売上高 4,300,866 

 

(２)主要な事業における収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記(４)収益及び 

費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため注記を省略しています。 

 

(３)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当会計 

期間末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び 

時期に関する情報 

①契約資産および契約負債の残高等             （単位：千円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 4,716 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 403,837 

契約資産（期首残高）          － 

契約資産（期末残高）          － 

契約負債（期首残高） 559,652            

契約負債（期末残高） 73,339 

契約資産は建設事業における顧客との契約について期末日時点で履行義務を充足しているが未請求とな 

っている対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する権利が無条件になった 

時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該対価は、個々の契約に定められた支払条件に
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従って請求し、受領しております。 

契約負債は、鉄工事業及び建設事業における顧客との契約について期末日時点で履行義務を充足して 

いないが支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に 

伴い取り崩されます。当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額 

は、559,652 千円であります。また、過去の期間に充足又は部分的に充足した履行義務から、当事業年度 

に認識した収益の額に重要性はありません。 

②残存履行義務に配分した取引価格                       

         期末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額は、3,008,594 千円であります。当該 

履行義務は、主に鉄工事業及び建設事業における契約に係るものであり、期末日後概ね２年以内に 

収益として認識されると見込んでおります。 

 

 

8．関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

9．1 株当たり情報に関する注記 

(１)1 株当たり純資産額           1,573 円 44 銭 

(２)1 株当たり当期純損失（△）     △158 円 43 銭 

 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

11．その他の注記 

退職給付関係 

①採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員の退職給付に充てるため、中小企業退職金共済制度に掛け金を拠出しており、退職給 

     付の全額を中小企業退職金共済制度からの給付額で充当しております。 

②確定拠出制度 

中小企業退職金共済制度への拠出額は、当事業年度 6,964 千円であります。 

以  上 


